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証券コード3913
令和６年３月１３日

（電子提供措置の開始日 令和６年３月６日）
株 主 各 位

東京都中央区新川二丁目３番１号
株式会社sMedio

代表取締役社長 岩 本 定 則

第17期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第17期定時株主総会を下記のように開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第17期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
下記の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、「IR情報」、「開示情報一覧」の順に選択して、ご

確認くださいますようお願い申し上げます。
当社ウェブサイト
https://www.smedio.co.jp/ir

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
「銘柄名（会社名）」に当社名または証券「コード」に「3913」（半角）を入力・検索し、「基本
情報」、「縦覧書類/PR情報」の順に選択して、ご確認いただけます。
東証上場会社情報サービスウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日のご出席に代えて、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛
否をご表示いただき、令和６年３月27日（水曜日）午後６時30分までに到着するようご送付く
ださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
1. 日 時 令和６年３月２８日（木曜日）午前10時 （受付開始 午前９時30分）
2. 場 所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館 ７階 701会議室
3. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第17期（令和５年１月１日から令和５年12月31日まで）事業報
告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

２．第17期（令和５年１月１日から令和５年12月31日まで）計算書類
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役４名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申し上げます。
◎ 議決権行使書面において、各議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとし

て取り扱わせていただきます。
◎ 書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第14条の規定に基づ

き、下記の事項を記載しておりません。なお、監査役及び会計監査人は下記事項を含む監査対象
書類を監査しております。
【事業報告】１．企業集団の現況に関する事項（（1）事業の経過およびその成果、（4）対処すべ
き課題、（５）財産および損益の状況、（７）主要な事業内容、（８）主要な営業所、（９）使用人
の状況、（10）主要な借入先および借入額、（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項）、
２．会社の株式に関する事項、３．新株予約権等に関する事項、４．会社役員に関する事項
（（2）責任限定契約の内容の概要、（3）補償契約に関する事項（4）役員等賠償責任保険契約に
関する事項）、５．会計監査人に関する事項（（4）責任限定契約の内容の概要）、６．業務の適正
を確保するための体制及び当該体制の運用状況、７．株式会社の支配に関する基本方針

【連結計算書類】連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結注記表
【計算書類】貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記表
【監査報告書】連結計算書類に係る会計監査報告、計算書類に係る会計監査報告、監査役会の監査
報告

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させて
いただきます。

◎ 株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産はご用意しておりません。何卒ご理解いただきますよ
うお願い申し上げます。

以上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 定款一部変更の件
1．提案の理由
当社は、自社保有技術を活用したテクノロジーソフトウェア開発を強みとし、ライセンス

提供することを主な事業としてきました。しかしながら、当社の主戦場としているパソコ
ン・デジタル家電領域では、消費者ニーズの変化や製品のコモディティ化が進んでいる状況
にあり、当社製品を搭載する顧客製品の出荷数が伸び悩んでいる現状があります。
一方で、社会全体は大きな変革期にはいり、AI、IoT、ビックデータなどを活用して既存シ

ステムからの脱却や新たなビジネスモデル創出（DX：デジタルトランスフォーメーション）、
気候変動や環境破壊の抑制を目指す再生可能エネルギーの導入（GX：グリーントランスフォ
ーメーション）が急速に進んでいます。
これらの当社を取り巻く環境の変化に対応し、再生可能エネルギー関連製品をワンストッ

プで提供する「GXサービス事業」に参入し、「テクノロジーで社会を豊かにする会社」から
「テクノロジーで持続可能な未来を築く会社」に変革していくため、商号及び目的の変更を
お願いするものであります。

２．変更の内容
変更内容は次のとおりであります。（下線は変更箇所）

現行定款 変更案
（商号）
第1条 当会社は、株式会社sMedioと称し、

英文では、sMedio, Inc.と表示する。

（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
１ ソフトウエア開発、サービスおよび販売
２ 電子機器開発、サービスおよび販売
３ ソフトウエア、電子機器等の輸入および輸出
４ インターネットを使用したソフトウエアのダウンロー

ドサービスおよび販売
５ ソフトウエアの受託開発および受託販売

（商号）
第1条 当会社は、GreenBee株式会社と称し、

英文では、GreenBee, Inc.と表示する。

（目的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。
１ ソフトウエア開発、サービスおよび販売
２ 電子機器開発、サービスおよび販売
３ ソフトウエア、電子機器等の輸入および輸出
４ インターネットを使用したソフトウエアのダウンロー

ドサービスおよび販売
５ ソフトウエアの受託開発および受託販売
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現行定款 変更案
（新設）

６ 前号に付帯関連する一切の業務

（新設）

６ 再生可能エネルギーに関連する製品の販売やサービス
の提供等
（１）エネルギーマネジメントシステムにおける可視化サー
ビスの提供、導入支援
（２）蓄電池システム等の仕入および販売
（３）その他
７ 前号に付帯関連する一切の業務

（附則）
第1条（商号）の変更は、令和６年4月１日をもって効力を
生じるものとし、その効力発生日をもって本附則は削除す
る。

第２号議案 取締役４名選任の件
現取締役全員（３名）は本株主総会終結の時をもって任期満了となります。今後の当社グ

ループの成長戦略を着実に実行するため、また企業統治の一層の拡充を図るために社内取締
役を２名に増員し、新任１名を含む取締役４名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

１
再任

いわもと さだのり

岩本 定則
（昭和46年５月31日生）

【取締役在任期間】
14年

平成 ８年７月 ニチメン電子部品㈱
（現 イーグローバレッジ㈱）プロダクトマネージャー

平成14年６月 インタービデオジャパン㈱（現 コーレル㈱）
セールスシニアディレクター

平成20年２月 ビデェイス㈱（現 当社）営業本部長
平成22年３月 当社取締役セールス・アンド・マーケティング本部長
平成27年３月 当社常務取締役
平成28年11月 タオソフトウエア㈱取締役（現任）
平成29年２月 当社代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）

sMedio Technology（Shanghai）Inc.取締役
sMedio America Inc.代表取締役
タオソフトウエア㈱取締役

52,000株
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

２
再任

おちあい ようじ

落合 洋司
（昭和39年３月29日生）

【社外】
【独立役員】

【取締役在任期間】
９年

昭和62年４月 最高裁判所司法研修所入所
平成 元年４月 東京地方検察庁検事
平成12年９月 ヤフー㈱（現 LINEヤフー㈱）入社
平成12年10月 弁護士登録（東京弁護士会）
平成13年11月 ヤエス第一法律事務所
平成20年９月 泉岳寺前法律事務所 開所
平成22年４月 東海大学実務法学研究科（法科大学院）特任教授
平成25年12月 ㈱ウェブクルー監査役（社外）
平成27年３月 当社取締役（社外）（現任）
平成30年４月 高輪共同法律事務所代表（現任）
令和 ２年１月 ㈱AS Japan監査役（現任）
（重要な兼職の状況）

高輪共同法律事務所代表
㈱AS Japan監査役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
弁護士及び他の企業の社外監査役等としての高い見識及び豊富な経験に基づき、
有益な意見・助言を頂いており、当社のコーポレート・ガバナンスの強化に寄与
して頂きたく、引き続き、社外取締役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって９年となりま
す。

－
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候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

３
再任

り しんしん

李 欣欣
（昭和40年6月26日生）

【社外】
【取締役在任期間】

1年

昭和62年 6 月 Manufacture Hanover Trust銀行入行 台北支社輸出会計
部総括

平成 2 年 5 月 ボストン銀行入行 台北支社 コルレス銀行部マネージャー
平成 7 年 6 月 Westdeutsche Landesbank Girozentrale銀行入行 台

北オフィス代表補佐
平成11年 6 月 台湾 誠泰銀行入行 国際金融部副部長
平成12年 8 月 Acer Capital Corporation入社 財務部および会長補佐
平成16年12月 iD Branding Fund Inc. 入社
平成19年 8 月 EgisTech Inc. 入社
平成21年 1 月 SBI＆Capital 22 Inc. 代表取締役
平成21年 9 月 当社取締役（社外）
平成25年 1 月 京匯資本管理顧問股份有限公司 監査役
平成26年 1 月 SBI＆Capital 22 Inc. 代表取締役（現任）
平成28年 9 月 Kiwi Technology Inc. 代表取締役（現任）
平成29年 1 月 京匯資本管理顧問股份有限公司 取締役
令和 4 年 3 月 京匯資本管理顧問股份有限公司 代表取締役（現任）
令和 ４年 5 月 芯鼎科技股份有限公司 取締役
令和 4 年６月 海悅國際開發股份有限公司 社外取締役（現任）
令和 5 年１月 キーウィテクノロジー㈱代表取締役社長（現任）
令和 5 年 3 月 当社取締役（社外）（現任）
令和 5 年 6 月 晶相光電股份有限公司（社外）（現任）
令和 5 年 7 月 Neo One Capital Inc. 代表取締役（現任）
（重要な兼職の状況）

Kiwi Technology Inc. 代表取締役
キーウィテクノロジー㈱代表取締役社長
SBI＆Capital 22 Inc. 代表取締役
京匯資本管理顧問股份有限公司 代表取締役
Neo One Capital Inc. 代表取締役

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割】
Kiwi Technology Inc.での経営の経験や複数社での（社外）取締役での経験を
活かして、当社のコーポレート・ガバナンスを含めて経営全般に助言を頂くこと
で、当社の経営体制の強化に寄与して頂くため、引き続き社外取締役として選任
をお願いするものであります。なお、同氏の当社社外取締役就任期間は、本総会
終結の時をもって1年となります。

－

2024年02月28日 20時40分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



― 7 ―

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当

社の株式数

4
新任

うさみ まさお

宇佐美 將生
（昭和48年6月20日生）

【取締役在任期間】
－

平成10年４月 ニチメン電子部品㈱（現 イーグローバレッジ㈱）営業部 課長
平成18年２月 インタービデオジャパン㈱（現 コーレル㈱）

OEM営業部 部長
平成22年９月 サイバーリンク㈱ シニアセールスマネージャー
平成25年 9 月 イージステクノロジー㈱ シニアセールスディレクター
平成27年 4 月 当社 セールス・アンド・マーケティング本部 部長
平成29年 4 月 当社 サービス事業本部 本部長（現任）
平成30年 4 月 ㈱情報スペース 代表取締役 副社長
令和 5 年 3 月 sMedio Technology (Shanghai) Inc. 取締役(現任)
（重要な兼職の状況）

sMedio Technology (Shanghai) Inc. 取締役
【取締役候補者とした理由及び期待される役割】
平成27年４月に当社に入社し、直近はサービス事業本部の本部長およびsMedio
Technology（Shanghai）Inc.の取締役として当社グループの業務を遂行してお
り、特に企業顧客向け営業において豊富な経験を有しております。今後の当社グ
ループの成長戦略を着実に実行するため、また企業統治の一層の拡充を図るため
に社内取締役を２名に増員することをお願いするものであります。

－

（注）1. 当社は、李欣欣氏が代表取締役を務めるKiwi Technology Inc.とキーウィテクノロジー㈱との間に、日本国内での営業、
販売促進活動の実施、製品購入等の取引があります。他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

2. 落合洋司氏及び李欣欣氏は社外取締役候補者であります。
3. 社外取締役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由について

落合洋司氏は、過去９年間の在任期間において、その経験と見識から社外取締役としての職務を全うされました。再任さ
れた場合には、引き続き職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。
李欣欣氏は、Kiwi Technology Inc.での経営の経験や複数社での（社外）取締役での経験を活かして、社外取締役とし
ての職務を全うされました。再任された場合には、引き続き職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

4. 当社は、社外取締役候補者落合洋司氏及び李欣欣氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１
項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定
める最低責任限度額としております。なお、社外取締役候補者落合洋司氏及び李欣欣氏の再任が承認可決された場合に
は、当社は両氏との間の上記契約を継続する予定であります。

5. 当社は、落合洋司氏を、当社上場の東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に対し届け出ております。
同氏が再任された場合、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

6. 当社は、優秀な人材確保、職務執行の萎縮の防止のため、以下の内容を概要とする役員等賠償責任保険契約を締結してお
り、令和６年７月更新の予定になります。岩本定則氏、落合洋司氏及び李欣欣氏が取締役に選任され就任した場合は、引
き続き被保険者となります。また、宇佐美將生氏が取締役に選任され就任した場合は、新たに被保険者となる予定であり
ます。

【保険契約の内容の概要】
① 被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は特約部分も含め会社負担としており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。

② 填補の対象となる保険事故の概要
特約部分も合わせ、被保険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受
けることによって生ずることのある損害について填補する。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の
場合等一定の免責事由があります。

③ 役員等の職務の適正性が損なわれないための措置
保険契約に免責額の定めを設けており、当該免責額までの損害については填補の対象としないこととしております。

以 上
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事 業 報 告

(令和
令和

５
５

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が小さくなってき
ているものの、原材料価格の高止まりや、世界的な金融引き締めに伴う景気下振れリスクが高
まり、先行きが不透明な状況になっております。一方で、生産性向上や社会のデジタル化への
対応など、デジタルトランスフォーメーション（DX）の推進がますます重要視されており、
当社は、引き続き、DXを推進する事業を展開してまいります。
当社グループのソフトウェア関連事業の概要は、下表のとおりであります。

関連事業
パソコン・

デジタル家電組込
ソフトウェア

建設DXサービス
セキュリティ&

プライバシーソフ
トウェア

IoT
ソリューション

事業内容

映像 (4K/8K)・音
響再生・ブラウザ
表示ソフトウェア
を顧客製品に組込
む。

映像の解析・分析
をAIで行うサービ
スを顧客に提供す
る。

受託開発およびデ
ータ移行・バック
アップアプリを制
作し、顧客に提供
する。

センサーとゲート
ウェイ機器を組み
合わせて、クラウ
ドでデータ管理等
のサービスを提供
する。

顧客業界
デジタル家電メー
カー、パソコンメ
ーカー

建設業界 通信業界 流通・小売業界、
建設業界

主 力 製
品・サー
ビス

VAlution BD
Tourbillon

切羽AI評価サービ
ス
掘削サイクルAI解
析サービス
覆工コンクリート
AI評価サービス
濁水処理AI解析サ
ービス

sMedio Cloud
Backup
RiskFinder
JS記録保管
JS直接転送

温度管理ソリュー
ション
CO2濃度モニタリ
ングソリューショ
ン

主力アプ
リ

sMedio Smart
Camera
sMedio Data
Transfer
sMedio TV Suite

－ － －
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当社グループの売上高は、ロイヤリティ収入と受託開発収入が中心となっております。
（ロイヤリティ収入）
当連結会計年度のロイヤリティ収入は、当社ソフトウェアが搭載されている顧客の製品種類

が増えた一方で、一部の顧客製品の出荷数が計画値を下回ったこと等により、前期比24百万
円減収の551百万円となりました。
（受託開発収入）
当連結会計年度の受託開発収入は、セキュリティ&プライバシー事業での受託開発案件が寄

与し、前期比8百万円増収の199百万円となりました。
（保守・サポート収入）
当連結会計年度の保守・サポート収入は、後半にかけて受託開発案件での保守・サポートが

増加したことで、前期比3百万円増収の63百万円となりました。

この結果、売上高は813百万円（前期比1.6％減）、営業損失41百万円（前期は196百万円
の損失）、経常利益３百万円（前期は182百万円の損失）、親会社株主に帰属する当期純損失
163百万円（前期は185百万円の損失）となりました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額は、主に有形固定資産の取得４百万円であります。

（3）資金調達の状況
該当事項はありません。

（4）対処すべき課題
当社グループは、「テクノロジーで、よりエコで、より便利な社会を創造する。」を理念と

しております。
事業領域は、再生可能エネルギー関連製品をワンストップで提供する「GXサービス事業」、

AIとシステムで情報活用可能なサービスを提供する「DXサービス事業」、競争力の高い自社
テクノロジー製品をライセンスする「テクノロジーライセンス事業」になります。
当社が対処すべき課題は以下の通りです。

① 収益モデルの移行
当社グループは、ハードウェア製品に搭載するソフトウェアを開発してきた経緯からPC等

の電子機器の出荷数に応じて受け取るロイヤリティ収入を主な収益源としてきました。しか
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しながら、「GXサービス事業」と、「DXサービス事業」においては、サービスに対して料金
を課金する収益モデルへの移行を進める必要があります。
② 製品構成の充実
サービスに対して料金を得るために必要な製品群の開発が必要となります。顧客ニーズを

的確に捉えた製品・サービスを適宜、市場投入していくことで、会社の永続的な成長基盤を
強固にしていく必要があります。
③ 開発管理体制
当社グループは、自社開発の製品・サービスの販売を主として行ってきておりますが、

「GXサービス事業」事業領域に参入するにあたり、社内開発者、外部協力者を合わせた開発
管理体制を構築し、品質担保していく必要があります。
④ 知的財産管理体制
当社グループは、製品開発で生まれる独自の差別化できる知的財産を特許や登録商標の形

で効率的に登録管理し、市場競争における優位性を一層確保する必要があります。
また、ソフトウェア業界においては、他社の知的財産を、主に有償で利用して、製品を完

成させることが一般的となっていますが、他社の知的財産を侵害しないようにする必要があ
ります。
⑤ 個人情報保護
当社グループの事業領域において、個人情報を取り扱う機会をゼロにすることは現実的で

はありません。
主要国・地域において、インターネット上も含めて、個人情報保護規制は強化される流れ

にあり、当社グループは、より一層、個人情報の管理体制を強化する必要があります。
⑥ 優秀な人材の確保
ソフトウェア業界では、ソフトウェア開発・技術者が慢性的に不足しており、特にAI、ク

ラウド分野での優秀なソフトウェア開発・技術者の確保は難しい状況にあります。当社グル
ープが、より競争力のあるソフトウェアを継続的に開発していくためには、国内外で優秀な
ソフトウェア開発・技術者および製品企画者を確保していく必要があります。
⑦ 内部管理体制の強化
コーポレートガバナンス・コード、スチュワードシップ・コード、フェアディスクロー

ジャールールといった資本市場の健全な発展に資すると考えられる施策が導入される中、そ
れらが意図する投資家及び資本市場との建設的な対話を実現するため、適切な情報を、適時、
公平に開示することができるよう内部管理体制を強化していく必要があります。
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（5）財産および損益の状況
第14期

自 令和２年
１月１日

至 令和２年
12月31日

第15期
自 令和３年
１月１日

至 令和３年
12月31日

第16期
自 令和４年
１月１日

至 令和４年
12月31日

第17期
自 令和５年
１月１日

至 令和５年
12月31日

売 上 高（千円） 913,934 722,473 827,242 813,670

営業利益又は営業損失（△）（千円） 32,240 6,576 △196,744 △41,891

経常利益又は経常損失（△）（千円） 30,066 12,692 △182,044 3,021
親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）（千円） 10,320 1,116 △185,051 △163,678
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） 5円36銭 0円57銭 △89円40銭 △72円58銭

純 資 産（千円） 1,111,099 1,133,673 1,221,023 1,064,132

総 資 産（千円） 1,261,234 1,250,095 1,394,308 1,189,656

１ 株 当 た り 純 資 産 額 575円92銭 585円68銭 542円29銭 471円56銭
（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日）等を第16期の期首から適用し

ており、第16期以降に係る各数値に関しては、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

（6）重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当 社 の

出資比率 主要な事業内容

sMedio Technology（Shanghai）Inc. 3,517千人民元 100％ ソフトウエアの研究および開発

sMedio America Inc. 200千米ドル 100％ 北米における販売およびマーケティング

タオソフトウエア㈱ 10百万円 100％ ソフトウエアの開発・販売

特定完全子会社に関する事項
名称 住所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

タオソフトウエア㈱ 東京都中央区新川二丁目３番１号 232百万円 1,111百万円
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（7）主要な事業内容（令和５年12月31日現在）
ソフトウエア開発、サービスおよび販売
電子機器開発、サービスおよび販売
ソフトウエア、電子機器等の輸出入
インターネットを使用したソフトウエアのダウンロードサービスおよび販売
ソフトウエアの受託開発および受託販売

（8）主要な営業所（令和５年12月31日現在）
名称 所在地

当社
本社 東京都中央区

福岡オフィス 福岡県福岡市博多区

子会社

タオソフトウエア㈱ 東京都中央区

sMedio Technology （Shanghai）Inc. 中華人民共和国

sMedio America Inc. アメリカ合衆国

（9）使用人の状況（令和５年12月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

49名 2名減
② 当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

21名 増減なし 47.2歳 6.0年

（10）主要な借入先および借入額（令和５年12月31日現在）
該当事項はありません。
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(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、当社が技術ライセンスを受けている相手先から、ライセンス費用等について未払

が発生しているという通知、また当該未払に関する支払請求を受領しました。当社は、未払
はないという認識であり、それに基づき相手先と協議を重ねてきましたが、両社の見解の相
違を解決することができませんでした。この度、協議が長期化する事で当社事業に与える影
響等を総合的に勘案した結果、本件を早期に解決する事が望ましいと判断し、令和５年９月
11日に和解金を支払うことで合意しました。この結果、当連結会計年度において146百万
円の特別損失を計上する事となりました。
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２．会社の株式に関する事項（令和５年12月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 6,000,000株
(2) 発行済株式の総数 2,348,521株 (自己株式91,936株を含む。)
(3) 株 主 数 1,597名
(4) 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数（株） 持株比率（％）
１ ロ ー リ ー チ ュ ン （LO LI-CHUN） 368,600 16.33
２ キ ー ウ ィ テ ク ノ ロ ジ ー 株 式 会 社 306,000 13.56

３ セ ン チ ョ ウ ロ ー （SEN-CHOU LO） 162,000 7.17

４ 上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 62,600 2.77
５ 岩 本 定 則 52,000 2.30
６ 株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 49,219 2.18

７ 青 柳 和 洋 44,300 1.96

８ 大 谷 雄 一 郎 42,000 1.86

９ 谷 口 岳 40,509 1.79

10 川 村 俊 雄 37,000 1.63
（注） 当社は、自己株式91,936株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率

は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりであります。
・取締役、その他の役員に交付した株式の区分合計

役員区分 株式数 交付対象者数
取締役（社外取締役を除く） 5,000株 1名
社外取締役 － －
監査役 － －

(6) その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。
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３．新株予約権等に関する事項
（1）当事業年度末日における新株予約権の状況

① 新株予約権の数 45,500個
② 目的となる株式の種類および数 普通株式 9,100株
③ 取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計

回次（行使価額） 行使期間 株数 保有者数
取締役（社外取締役
を除く） 第11回（1,638円） 平成28年３月26日～

令和６年３月23日 4,000株 １名

４．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役に関する事項（令和５年12月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 岩 本 定 則
sMedio Technology（Shanghai）Inc.取締役
sMedio America Inc.代表取締役
タオソフトウエア㈱取締役

取 締 役 落 合 洋 司 高輪共同法律事務所代表
㈱AS Japan監査役

取 締 役 李 欣 欣

Kiwi Technology Inc.代表取締役
キーウィテクノロジー㈱代表取締役社長
SBI＆Capital 22 Inc. 代表取締役
京匯資本管理顧問股份有限公司 代表取締役
Neo One Capital Inc. 代表取締役

常 勤 監 査 役 江 藤 祐一郎
江藤公認会計士事務所代表
㈱MCBI 監査役
レメディ・アンド・カンパニー㈱ 監査役

監 査 役 本 郷 喜 千 インディ・パ㈱代表取締役社長

監 査 役 杉 本 佳 彦 杉本公認会計士事務所代表
㈱マツモト取締役（社外）

（注）1. 取締役落合洋司氏および李欣欣氏は、社外取締役であります。
2. 監査役江藤祐一郎氏、本郷喜千氏および杉本佳彦氏は、社外監査役であります。
3. 令和5年3月23日開催の第16期定時株主総会において、李欣欣氏は取締役に選任され、就任いたしま

した。
4. 令和5年3月23日開催の第16期定時株主総会終結の時をもって、取締役北埜弘剛氏、林志中氏および

監査役渡邉雅文氏は任期満了により退任いたしました。
5. 監査役江藤祐一郎氏および杉本佳彦氏は公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する

相当程度の知見を有するものであります。
6. 取締役落合洋司氏、常勤監査役江藤祐一郎氏、監査役本郷喜千氏および監査役杉本佳彦氏は、金融

商品取引所の定めに基づく独立役員であります。
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役および各監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、法令が定める額としております。

（3）補償契約に関する事項
該当事項はありません。

（4）役員等賠償責任保険契約に関する事項
① 被保険者の範囲

当社取締役、監査役の他、当社子会社の取締役
② 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者である役
員等がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けるこ
とによって生ずることのある損害について填補するものであります。ただし、法令違反の
行為であることを認識して行った行為の場合等一定の免責事由があります。すべての被保
険者について、その保険料を全額当社が負担しております。

（5）取締役および監査役の報酬等
① 取締役および監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社の取締役の報酬は、基本報酬の水準を過度に変動させないことで、中長期の業績・
企業価値向上に貢献する業務執行環境を整えることを主眼に置くとともに、業務執行を担
う優秀な人材を確保すること、および、株主との価値共有を進めることを目的に、企業価
値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう利益もしくは株価と連
動した報酬を取り入れた体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえ
た適正な水準とすることを基本方針としており、取締役会において決定しております。
具体的には、業務執行取締役の報酬は、基本報酬、業績連動報酬および非金銭報酬（株

式報酬）により構成され、監督機能を担う社外取締役については、その職務に鑑み、基本
報酬のみとしております。
当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役（社外取締役を除く）に関

しては、役職に応じた基本報酬に加え、株式報酬を支給しておりますが、業績連動報酬は
支給しておらず、また、社外取締役に関しては、基本報酬のみを支給しており、取締役会
は上記方針に沿うものと判断しております。
監査役の報酬は、株主総会で承認された報酬総額の範囲内で、職務内容、経験及び当社

の状況等を勘案のうえ、監査役の協議により決定しております。
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（取締役報酬制度の概要）
取締役の報酬は、支給形態では、金銭報酬と非金銭報酬に大別され、金銭報酬は基本報

酬（固定報酬）と賞与（業績連動報酬）で構成され、非金銭報酬は株式報酬となっており
ます。
なお、社外取締役には業務執行から独立した立場での監督機能が求められており、会社

の業績に連動する報酬体系は、その監督機能を弱める誘因とも見られかねないため、その
役割を考慮し、社外取締役の報酬は、基本報酬（固定報酬）のみとしております。

（監査役報酬の概要）
監査役の報酬は、その役割を考慮し、基本報酬（固定報酬）のみとしております。

（業績連動報酬）
・指標・・・連結営業利益(業績連動報酬に関する費用を計上する前の金額であり、以下、

決定方法の記載まで同様)
・指標の採用理由・・・企業の稼ぐ力を表す連結営業利益が、中長期的な事業拡大と企業

価値向上の源泉になると判断したためであります。
・業績連動報酬と業績連動報酬以外の報酬等の支給割合の決定に関する方針は、下表に記
載のとおりであります。
基本報酬の額を100とした場合の役員の報酬等の支給割合

基本報酬
（固定報酬）

賞与
（業績連動報酬）

株式報酬
（非金銭債権報酬）

業務執行取締役 100 0～200 10～50
社外取締役 100 0 0
監査役 100 0 0

・決定方法・・・業績連動報酬（賞与）の限度額を、（前連結会計年度の連結営業利益に対
する）連結営業利益の増加額の３割と定めており、その限度額の範囲内
において、代表取締役社長が、個別の事情を勘案し、各取締役に対する
支給額を起案し、取締役会で決定しております。
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（株式報酬）
平成31年3月28日の第12期定時株主総会において、取締役に当社の企業価値の持続的な

向上を図るインセンティブを付与するとともに、取締役と株主の皆様と一層の価値共有を
進めることを目的として、当社の取締役（社外取締役を除く。）に対して、株式報酬制度の
導入を決議しております。
対象となる取締役は、本制度に基づき当社より支給された金銭報酬債権の全部を現物出

資財産として払い込み、当社の普通株式の発行または処分を受けることとなります。
対象となる取締役に対して支給される当社の普通株式の総数は年30千株以内といたしま

す（なお、第12期定時株主総会の決議の日以降の日を効力発生日とする当社普通株式の株
式分割または株式併合が行われるなど株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ
たときは、発行または処分される株式数を合理的に調整することができるものといたしま
す。）。
対象となる各取締役への具体的な支給時期および配分については、取締役会において決

定いたします。（決議時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は4名）

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
（取締役の報酬等の額）

平成23年３月30日開催の第４期定時株主総会において、年額150百万円以内（ただし、
使用人兼務取締役の使用人分給与を含まない）とご承認いただいております。（決議時点の
取締役の員数は５名）
また、取締役（社外取締役を除く）に対しては、平成31年３月28日開催の第12期定時

株主総会において、金銭債権報酬を、上記とは別途、年額150百万円以内と承認いただい
ております。（決議時点の取締役（社外取締役を除く）の員数は４名）

（監査役の報酬等の額）
監査役の報酬等の額は、平成22年３月19日開催の第３期定時株主総会において、年額

10百万円以内とご承認いただいております。（決議時点の監査役の員数は２名）

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
該当事項はありません。
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④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

区 分 報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員の
員数（人）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 締 役
（うち社外取締役）

26,735
（2,400）

23,715
（2,400）

－
（－）

3,020
（－）

5
（3）

監 査 役
（うち社外監査役）

8,400
（8,100）

8,400
（8,100）

－
（－）

－
（－）

4
（3）

合 計 35,135
（10,500）

32,115
（10,500）

－
（－）

3,020
（－）

9
（6）

（注）1. 上記取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 取締役の報酬等の額には、当該事業年度に係る株式報酬の費用計上額3百万円が含まれております。
3. 非金銭報酬等の内容は、株式報酬であります。当該株式報酬の内容は、①取締役および監査役の個

人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項に、その交付状況は、２．会社の株式に関する事項
(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況に記載のとおりでありま
す。

（6）社外役員に関する事項
① 社外役員の重要な兼職の状況等
区 分 氏 名 兼 職 先 兼職の内容

社外取締役 落 合 洋 司 高輪共同法律事務所
㈱AS Japan

代 表
監査役

社外取締役 李 欣 欣

Kiwi Technology Inc.
キーウィテクノロジー㈱
SBI＆Capital 22 Inc.
京匯資本管理顧問股份有限公司
Neo One Capital Inc.

代表取締役
代表取締役社長
代表取締役
代表取締役
代表取締役

社外監査役 江 藤 祐 一 郎
江藤公認会計士事務所
㈱MCBI
レメディ・アンド・カンパニー㈱

代 表
監査役
監査役

社外監査役 本 郷 喜 千 インディ・パ㈱ 代表取締役社長

社外監査役 杉 本 佳 彦 杉本公認会計士事務所
㈱マツモト

代 表
取締役（社外）

（注） 李欣欣氏の兼務先であるキーウィテクノロジー株式会社は、令和4年7月に当社が実施した第三者割当増
資（1株634円で306,000株）を引き受けて、当社の大株主となっております。また、当社は、同社お
よびKiwi Technology Inc.との間に、日本国内での営業、販売促進活動の実施、製品購入等の取引が
あります。
その他の社外役員の重要な兼職先である法人等と当社との間には重要な取引その他の関係はありませ
ん。
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② 社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況並びに社外取締役が果たすことが期待される

役割に関して行った職務の概要

社外取締役 落 合 洋 司
当事業年度開催の取締役会14回のうち14回に出席し、法律の専門
家としての知識や経験に基づき、議案審議等に必要な発言を適時行
っております。

社外取締役 李 欣 欣
当社社外取締役に就任した令和5年3月23日以降に開催の取締役会
11回のうち10回に出席し、複数社での取締役としての経営の知識
や経験を活かして、議案審議等に必要な発言を適時行っておりま
す。

社外監査役 江 藤 祐一郎
当事業年度開催の取締役会14回のうち14回に、監査役会12回のう
ち12回に出席し、公認会計士としての専門的見地から、必要な発言
を適時行っております。

社外監査役 本 郷 喜 千 当事業年度開催の取締役会14回のうち14回に、監査役会12回のう
ち12回に出席し、必要な発言を適時行っております。

社外監査役 杉 本 佳 彦
当社社外監査役に就任した令和5年3月23日以降に開催の取締役会
11回のうち11回に、監査役会10回のうち10回に出席し、公認会計
士としての専門的見地から、必要な発言を適時行っております。

（注） 会社法第370条に定める取締役会の決議の省略による取締役会の回数は除いております。
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５．会計監査人に関する事項
（1）名称 海南監査法人

（2）報酬等の額
区分 報酬等の額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 21百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 21百万円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査報酬は、監査法人から提示された監査計画の内容を協議するとともに、過去の報酬実績や事業
規模および日本監査役協会が公表している「会計監査人との連携に関する実務指針」を参考に妥当
性等を確認した上で、監査役会の同意を得て決定しております。

3. 当社の子会社であるsMedio Technology（Shanghai）Inc.は、当社の会計監査人以外の監査法人
の監査を受けております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任する方針です。
また、監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障ある場合等その必要があると判断し

た場合は、会計監査人の解任または不再任に係る議案を決定し、取締役会は当該決定に基
づき、当該議案を株主総会に上程することといたします。

（4）責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人である海南監査法人は、会社法第427条第１項の契約を締結してお

り、当該契約の内容は次のとおりです。
受嘱者の会社法第423条第１項の責任について、監査受嘱者が職務を行うにつき善意

で、かつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をも
って、監査委嘱者に対する損害賠償責任の限度額とする。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他業務の適

正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

（1）当社グループの取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制

① 当社グループにおけるコンプライアンス体制の基盤となる企業行動憲章を定め、職
務の執行に当たっては法令および定款とともにこれを遵守することを徹底する。

② 当社グループ全体の横断的なコンプライアンス体制の整備および問題点の把握に努
めるため、コンプライアンス推進委員会を設置し、コンプライアンス推進委員長を取
締役の中から任命する。

（2）当社グループでの取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社グループ各社は、取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づ

き適切に保存および管理を行い、また、必要に応じ閲覧が可能となるようにする。

（3）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、当社グループ全体における適切なリスク管理を行うために、リスク管理規
程を策定し、当該規程により当社グループのリスク管理に関する方針および体制を定
める。

② 会社グループにおけるリスク管理体制の整備を徹底するため、社内の各部門にリス
ク管理責任者を定め、その統括責任者を取締役の中から任命する。

（4）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社グループ各社は、取締役の職務の執行を迅速かつ効率的にするために、職務権
限規程その他の業務運営規程に基づき、各取締役および従業員の職務権限を定め、さ
らに必要に応じ職務権限を委譲する。

② 職務の執行のより一層の迅速化・効率化を図るため必要と認められる場合には、そ
の内容が定款変更に関わる場合を除き、取締役会規程に基づく組織機構の変更を行う
ことができる。

③ 当社は、当社グループ各社の取締役の職務の執行状況について、その効率性の観点
から当社内部監査室による監査を実施し、その結果を当社及び当該会社の取締役及び
監査役に報告し、改善を図る。
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（5）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社の取締役もしくは従業員が、グループ各社の取締役等の職務の執行が効率的に行わ

れていることを監督しております。

（6）当社グループの従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体
制

① 当社グループの従業員が業務を行うに当たり企業行動憲章を法令および定款ととも
に遵守するための体制を整備し、併せて従業員に対するコンプライアンス教育および
啓発活動を行う。

② 当社グループの事業活動において法令・定款違反等の発生およびその可能性のある
事項を早期に発見し是正するための内部通報に関する内部体制を整備し、取締役、従
業員および関係者からの報告体制を整える。

③ 会社組織および当社グループの各部署における業務の執行状況を適切に把握し、適
切な助言および勧告を行うための内部監査体制を整備する。

（7）監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関す
る事項

監査役の職務を補助するため、当社の従業員の中から各業務に精通した者を配置するこ
とができる。

（8）前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項
① 前号の監査役の職務を補助する従業員に係る諸事項の決定については、事前に監査
役会の承認を得ることとする。

② 監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員は、その命令に関して取締役から
の指揮命令を受けないものとする。

（9）当社グループの取締役および従業員が監査役に報告をするための体制その他の監査役への
報告に関する体制

① 代表取締役および業務執行取締役は、取締役会規程の定めに従い、会社の業務執行
の状況その他必要な情報を取締役会において報告又は説明する。

② 取締役および従業員が会社の信用又は業績について重大な被害を及ぼす事項または
そのおそれのある事項を発見した場合にあっては、監査役に対し速やかに当該事項を
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報告するものとする。
③ 監査役は、職務の執行に当たり必要となる事項について、取締役および従業員に対
して随時その報告を求めることができ、当該報告を求められた者は速やかに当該報告
を行うものとする。

④ 監査役へ報告した取締役及び従業員に対し、当該報告をしたことを理由として不利
な取扱いを行うことを禁止するものとする。

（10）その他監査役の監査が効率的に行われることを確保するための体制
監査の実効性を確保するため、監査役が取締役、従業員および会計監査人との間で積極

的な意見・情報の交換をできるようにするための体制および必要に応じ弁護士、会計士な
どの助言を受けることができる体制を整備する。

【業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要】
（1）取締役の職務執行

取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令ならびに定款に則って行動するように
徹底しております。当事業年度におきましては、取締役会を14回開催しております。

（2）監査役の職務執行
社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を実施する

とともに、取締役会への出席や代表取締役、会計監査人との間で定期的に情報交換等を行
うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制の整備ならびに運用状況を確認しておりま
す。

（3）内部監査の実施
内部監査計画に基づき、当社ならびに子会社の内部監査を実施しております。

（4）財務報告に係る内部統制
財務報告に係る内部統制の基本方針に基づき、内部統制評価を実施しております。
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７．株式会社の支配に関する基本方針
当社は、現時点では、当該「基本方針」および「買収防衛策」につきましては、特に定

めておりません。
（注）本事業報告に記載されている会社名、製品名、サービス名等は該当する各社の商標又は登録商標です。
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連 結 貸 借 対 照 表
（令和５年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
工 具、 器 具 及 び 備 品
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

1,144,828
781,347
215,927
10,920
1,953

116,396
18,283
44,828
13,069
8,531
4,538
3,258
1,623
1,635
28,499
16,675
3,811

8,012

流 動 負 債
買 掛 金
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
資 産 除 去 債 務
繰 延 税 金 負 債

114,546
23,050
12,831
2,489

76,176
10,977
5,455

5,521
負 債 合 計 125,523

純 資 産 の 部
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
その他の包括利益累計額
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
為 替 換 算 調 整 勘 定

1,034,562
10,000

1,331,461
△139,956
△166,943
29,570
△727

30,298
純 資 産 合 計 1,064,132

資 産 合 計 1,189,656 負債及び純資産合計 1,189,656
（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(令和
令和

５
５

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 813,670
売 上 原 価 450,813
売 上 総 利 益 362,857

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 404,748
営 業 損 失 41,891

営 業 外 収 益
受 取 利 息 184
為 替 差 益 7,470
助 成 金 収 入 734
債 務 勘 定 整 理 益 36,309
そ の 他 214 44,912
経 常 利 益 3,021

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 181
和 解 金 146,801 146,982
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 143,961
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 21,029
法 人 税 等 調 整 額 △1,312 19,717
当 期 純 損 失 163,678
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 163,678

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（令和
令和

５
５

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 10,000 1,337,521 23,722 △176,023 1,195,220

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △163,678 △163,678

自 己 株 式 の 処 分 △6,060 9,080 3,020

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － △6,060 △163,678 9,080 △160,658

当 期 末 残 高 10,000 1,331,461 △139,956 △166,943 1,034,562

その他の包括利益累計額
純資産合計繰延ヘッジ

損益
為替換算調整

勘定
その他の包括

利益
累計額合計

当 期 首 残 高 1,556 24,245 25,802 1,221,023

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △163,678

自 己 株 式 の 処 分 3,020

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △2,284 6,053 3,768 3,768

当 期 変 動 額 合 計 △2,284 6,053 3,768 △156,890

当 期 末 残 高 △727 30,298 29,570 1,064,132
（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

・連結子会社の数 ３社
・連結子会社の名称 sMedio Technology（Shanghai）Inc.

sMedio America Inc.
タオソフトウエア株式会社

・連結の範囲の変更に関する事項 該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① デリバティブ取引により生じる正味の債権（及び債務）の評価基準及び評価方法

時価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商 品・ ・ ・移動平均法による原価法
仕 掛 品・ ・ ・個別法による原価法
原材料及び貯蔵品・ ・ ・移動平均法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産・ ・ ・定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法を採用しております。）
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物（建物附属設備） ８年～15年
工具、器具及び備品 ３年～15年
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②無形固定資産・ ・ ・定額法
ソフトウエア
市場販売目的のソフトウエアについては、販売可能な見込有効
期間（３年以内）に基づく定額法、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定
額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金・ ・ ・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金・ ・ ・一部の子会社については、従業員賞与の支払に備えるため、支
給見込額に基づき計上しております。

(4) 収益および費用の計上基準
当社及び連結子会社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常

の時点は以下のとおりであります。
ロイヤリティ収入
当社のソフトウェアを搭載した顧客の製品が出荷されることにより生じるロイヤリテ
ィ収入が生じております。顧客からの出荷報告書に記載されているライセンス使用期
間に基づいて収益を認識しております。

受託開発収入
ソフトウェアの受託開発契約に基づいた受託開発収入が生じております。受託開発収
入は、ソフトウェアの検収時点で収益を認識しております。

保守・サポート収入
保守・サポート契約に基づいた保守・サポート収入が生じております。保守・サポー
ト契約の期間に応じて、収益を認識しております。

2024年02月28日 20時40分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20230919_01）



― 31 ―

(5) その他連結計算書類作成のための重要な事項
① 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジの会計の方法 繰延ヘッジ処理を適用しております。なお、為替予約
取引について、振当処理の要件を満たしている場合
は、振当処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・先物為替予約
ヘッジ対象・・・外貨建金銭債権および債務

ヘッジ方針 為替変動リスク低減のため、ヘッジ対象の一定の範囲内でヘッジを
行っております。

ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一で
あるため、有効性の判定は省略しております。

② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は連結決算日の直物
為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

５．会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 令和３年６

月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、
時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、当
連結会計年度において投資信託等を保有していないため、連結計算書類に与える影響はあり
ません。
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６．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

７．会計上の見積りに関する注記
原材料の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
原材料及び貯蔵品 116,396千円

② その他見積りの内容に関する理解に資する情報
将来の使用見込み数量に基づいて、原材料を評価しております。将来の使用見込み数量

は、過去の実績および利用可能な外部資料を参考に、一定の仮定に基づいて、見積もって
おりますが、将来の不確実な経済条件の変動等の結果によって影響を受ける可能性があ
り、見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、原材料の
評価減が発生する可能性があります。

８．追加情報
該当事項はありません。

９．連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 55,517千円

10．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(１) 発行済株式の種類および株式数に関する事項
当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数
普通株式 2,348,521株

(２) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間が到来しているもの）の
目的となる株式の数
第11回 新株予約権 9,100株
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11．金融商品に関する注記
(１) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、投機的な取引は行わな

い方針であります。
社内管理規定に基づき為替変動によるリスクを回避するためにデリバティブ取引を利用

しております。なお、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権は、顧客の信用リスクに晒されています。外貨建の営業債権及び営業債務は為

替リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループの販売管理規程に従
い、取引先毎の期日管理および残高管理を行うとともに、契約時の与信を慎重に判断して
おります。また、為替変動の継続的モニタリングを行っております。
営業債務は、その支払期日はおおよそ１ヶ月以内であり流動性リスク（支払期日に支払

を実行できなくなるリスク）が存在しています。当該リスクに関しては、グループ各社が
取引先ごとの期日及び残高を把握するとともに、月次に資金繰計画を作成するなどの方法
により管理しております。

(２) 金融商品の時価等に関する事項
①令和５年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。また、「現金及び預金」、「売掛金」、「買掛金」、「未払法人税等」
に関しては、現金であること、及び短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価格と近
似していることから、注記を省略しております。

連結貸借対照表
計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

デリバティブ取引（※）
ヘッジ会計が適用されていないもの △538 △538 －
ヘッジ会計が適用されているもの △727 △727 －

デリバティブ取引計 △1,266 △1,266 －
※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
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（注）デリバティブ取引に関する事項
デリバティブ取引
（1）ヘッジ会計が適用されていないもの

(単位：千円)

デリバティブ取
引の種類等

契約額 時価
うち1年超

市場取引以外の
取引

為替予約取引
買建
米国ドル

28,188 － △538

（2）ヘッジ会計が適用されているもの
ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの連結

決算日における契約額は、次のとおりであります。
(単位：千円)

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取
引の種類等 主なヘッジ対象

契約額 時価
うち1年超

為替予約等の振
当処理

為替予約取引
買建
人民元

買掛金 44,244 － △727

②金銭債権の連結決算日後の償還予定額
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 781,347 － － －
売掛金 215,927 － － －
合計 997,274 － － －
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(３) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時
価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
（単位：千円）

時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

デリバティブ取引 － △1,266 － △1,266

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
デリバティブ取引
為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された価格等により算定しており、レベル２の

時価に分類しております。
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12．収益認識に関する注記
(１) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当社グループは単一セグメントでありますが、事業といたしましては、パソコン・デジ

タル家電組込ソフトウェア事業、建設DXサービス事業、セキュリティ&プライバシーソフト
ウェア事業、IoTソリューション事業の４事業から構成されており、顧客との契約から生じ
る収益を分解した情報に関しましては、事業別で開示しております。

（単位：千円）
当連結会計年度

（自 令和５年１月１日
至 令和５年12月31日）

顧客との契約から生じる収益 813,670

パソコン・デジタル家電組込 534,410

建設DXサービス 55,423

セキュリティ&プライバシー 217,670

IoTソリューション 6,166

その他の収益 －

外部顧客への売上高 813,670

(２) 収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、４．会計方針に関する事項 (４)収益および費用

の計上基準に記載のとおりであります。

(３) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等
顧客との契約から生じた契約資産および契約負債については、該当事項はありません。
② 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、個別の契約が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との

契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
13．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 471円56銭
１株当たり当期純損失 72円58銭
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14．重要な後発事象に関する注記
当社は、当社の連結子会社であるsMedio America Inc.を解散及び清算することを令和６

年１月９日に開催した取締役会において、決議いたしました。

１．解散及び清算の理由
当社は、平成23年10月に、北米市場における販売活動を目的として、完全子会社となる

sMedio America Inc.を設立しましたが、ビジネスプロセスの最適化、コスト削減を目的と
して北米市場の事業を当社に移管し、当該子会社を解散及び清算する事を決定しました。

２．当該連結子会社の概要
（１）名称 sMedio America Inc.

（２）所在地 1111 W EL CAMINO REAL, SUITE 133, #122,

SUNNYVALE, CA 94087

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 岩本 定則

（４）事業内容 北米市場における販売活動

（５）資本金 200,000米ドル

（６）設立年月日 平成23年10月12日

（７）大株主および持株比率 株式会社sMedio 100%
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（８）上場会社と当該会社と

の関係

資本関係 当社が、当該連結子会社株式を

100%所有しております。

人的関係 当社取締役が、当該会社の取締役を

兼務しております。

取引関係 販売するソフトウェアを当社から供

与しております。

関連当事者への該当

状況

関連当事者に該当します。

３．解散及び清算の日程
令和６年1月９日 当社の取締役会による解散決議

令和６年1月９日 当該連結子会社における解散決議

清算の日程につきましては、現地法令に従い手続きを進め、手続が

完了次第、清算結了となる予定です。

４．業績に与える影響
連結業績に与える影響は軽微であると考えておりますが、今後開示すべき事項が発生し

た場合は速やかにお知らせいたします。
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貸 借 対 照 表
（令和５年12月31日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

関 係 会 社 売 掛 金

商 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

789,005

487,783

153,742

844

10,920

539

116,396

18,778

322,684

9,131

6,295

2,836

2,457

1,623

833

311,095

296,063

15,019

12

流 動 負 債
買 掛 金
関 係 会 社 買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
そ の 他

固 定 負 債
資 産 除 去 債 務

109,970
21,609
52,588
6,399
5,877
618

22,876
4,392
4,392

負 債 合 計 114,363
純 資 産 の 部

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
そ の 他 資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

998,054
10,000

1,330,115
10,000

1,320,115
△175,117
△175,117
△175,117
△166,943

△727
△727

純 資 産 合 計 997,326
資 産 合 計 1,111,689 負債及び純資産合計 1,111,689

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(令和
令和

５
５

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 610,705
売 上 原 価 382,281
売 上 総 利 益 228,424

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 335,471
営 業 損 失 107,047

営 業 外 収 益
受 取 利 息 9
為 替 差 益 9,024
そ の 他 214 9,248
経 常 損 失 97,798

特 別 損 失
和 解 金 146,801
税 引 前 当 期 純 損 失 244,599
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,637
法 人 税 等 調 整 額 △2,232 △595
当 期 純 損 失 244,004

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（令和
令和

５
５

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益剰余金合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 10,000 10,000 1,326,175 1,336,175 68,886 68,886
当 期 変 動 額
当期純損失（△） △244,004 △244,004
自 己 株 式 の 処 分 △6,060 △6,060
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － △6,060 △6,060 △244,004 △244,004
当 期 末 残 高 10,000 10,000 1,320,115 1,330,115 △175,117 △175,117

株 主 資 本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △176,023 1,239,039 1,556 1,556 1,240,595
当 期 変 動 額
当期純損失（△） △244,004 △244,004
自 己 株 式 の 処 分 9,080 3,020 3,020
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △2,284 △2,284 △2,284

当 期 変 動 額 合 計 9,080 △240,984 △2,284 △2,284 △243,269
当 期 末 残 高 △166,943 998,054 △727 △727 997,326
（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券の評価基準および評価方法
子会社株式及び
関連会社株式

・・・・・移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ 時価法

ハ．棚卸資産の評価基準および評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
商 品・・・・・移動平均法による原価法
仕 掛 品・・・・・個別法による原価法
原材料及び貯蔵品・・・・・移動平均法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産・・・・・定率法（ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法を採用しております。）
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
建物（建物附属設備） ８年～15年
工具、器具及び備品 ３年～15年

ロ．無形固定資産・・・・・定額法
ソフトウエア
市場販売目的のソフトウエアについては、販売可能な見込有効
期間（３年以内）に基づく定額法、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定
額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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（4）収益および費用の計上基準
当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下の
とおりであります。
ロイヤリティ収入
当社のソフトウェアを搭載した顧客の製品が出荷されることにより生じるロイヤリテ
ィ収入が生じております。顧客からの出荷報告書に記載されているライセンス使用期
間に基づいて収益を認識しております。

受託開発収入
ソフトウェアの受託開発契約に基づいた受託開発収入が生じております。受託開発収
入は、ソフトウェアの検収時点で収益を認識しております。

保守・サポート収入
保守・サポート契約に基づいた保守・サポート収入が生じております。保守・サポー
ト契約の期間に応じて、収益を認識しております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ. 重要なヘッジ会計の方法

ヘッジの会計の方法 繰延ヘッジ処理を適用しております。なお、為替予約
取引について、振当処理の要件を満たしている場合
は、振当処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・・先物為替予約
ヘッジ対象・・・・外貨建金銭債権および債務

ヘッジ方針 為替変動リスク低減のため、ヘッジ対象の一定の範囲内でヘッジを
行っております。

ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一で
あるため、有効性の判定は省略しております。

ロ．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。
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2. 会計方針の変更に関する注記
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 令和３年６月17
日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定
会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が
定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。なお、当事業年度にお
いて投資信託等を保有していないため、計算書類に与える影響はありません。

3. 表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

4. 会計上の見積りに関する注記
原材料の評価
① 当事業年度の計算書類に計上した金額

原材料及び貯蔵品 116,396千円
② その他見積りの内容に関する理解に資する情報

連結注記表７．会計上の見積りに関する注記に記載した内容と同一になります。

5. 追加情報
該当事項はありません。

6. 貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 28,632千円
（2）関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

短期金銭債権 1,082千円
短期金銭債務 －千円
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7. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 129,125千円
仕入高 98,682千円
販売費及び一般管理費 65,530千円

営業取引以外の取引による取引高 ー千円

8. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
普通株式 91,936株

９. 関連当事者との取引に関する注記
（1）子会社および関連会社等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
sMedio

Technology
（Shanghai）

Inc.

所有
直接
100

研究及び
開発の請
負、 役 員
の兼任

ソフトウェ
ア開発等の
業務委託
（注）1

158,485
関係会社買掛金

関係会社立替金

51,940

61

子会社 sMedio
America Inc.

所有
直接
100

当社ライ
センスの
使 用、 役
員の兼任

ロイヤリテ
ィ収入
（注）1

122,230 関係会社売掛金 35

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）1. 市場価格、総原価を勘案して、毎期価格交渉の上、取引条件を決定しています。
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10. 収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報については、連結注記表12．
収益認識に関する注記に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。

11. １株当たり情報に関する注記
（1） １株当たり純資産額 441円96銭
（2） １株当たり当期純損失 108円21銭

12. 重要な後発事象に関する注記
連結注記表「14．重要な後発事象に関する注記」に記載の内容について、計算書類に与

える影響については精査中であります。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
令和６年２月22日

株式会社sMedio
取締役会 御中

海南監査法人
東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 仁 戸 田 学

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 溝 口 俊 一

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社sMedioの令和５年１月１日から令和５

年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社sMedio及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
令和６年２月22日

株式会社sMedio
取締役会 御中

海南監査法人
東京事務所
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 仁 戸 田 学

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 溝 口 俊 一

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社sMedioの令和５年１月１日から

令和５年12月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、令和５年１月１日から令和５年12月31日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締
役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとと
もに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第１００条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（ 会社計算規
則第１３１条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成１７年１０月２８日企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人海南監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人海南監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和６年２月２２日
株式会社ｓＭｅｄｉｏ 監査役会
常勤監査役（社外監査役） 江 藤 祐一郎 ㊞
監 査 役（社外監査役） 本 郷 喜 千 ㊞
監 査 役（社外監査役） 杉 本 佳 彦 ㊞

以 上
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Ｎ
Ｐ

東京駅

昭和通り

首都高速

大垣共立銀行
平成通り

宝町ランプ

PMO
八重洲通

日本橋
消防署

中央警察署
12番出口

東西線
茅場町駅

日枝神社

東京証券会館
２番出口

日比谷線
東西線
茅場町駅

スマイルホテル
東京日本橋１番出口

Family
Mart

ホテル
サードニクス
東京

鉄鋼会館
Ａ５番出口

髙島屋

東京日本橋
タワー

都営浅草線
日本橋駅

JR

JR

JR

JR
日比谷線八丁堀駅 新大橋通り 日比谷線茅場町駅

12

2A5

1

Tomod’s

鍛
冶
橋
通
り

永
代
通
り

東
西
線
茅
場
町
駅

京
葉
線
八
丁
堀
駅

エ
ー
ス
証
券

八
重
洲
通
り

株主総会会場 会場：鉄鋼会館 ７階 701会議室
ご 案 内 図 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

交通のご案内： ● 地下鉄東西線「茅場町駅」12番出口より徒歩約５分
● 地下鉄日比谷線「茅場町駅」1番または2番出口より徒歩約５分
● 地下鉄日比谷線「八丁堀駅」A5番出口より徒歩約５分
● JR「東京駅」 八重洲中央口より徒歩約15分

当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、お車でのご来場はご遠慮願います。
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